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○甲佐町移住定住促進補助金交付要綱 

令和８年３月31日 

甲佐町告示第67号 

（趣旨） 

第１条 この補助金は、移住に関する支援を行うことで、甲佐町への移住およ

び定住を促進することを目的とし、予算の範囲内で甲佐町移住定住促進補助

金（以下「補助金」という。）を交付することについて、甲佐町補助金等交

付規則（平成18年甲佐町規則第４号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(1) 転入 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号。以下「住民基本台帳法」

という。）第22条に規定する「転入」をいう。 

(2) 転居 住民基本台帳法第23条に規定する「転居」をいう。 

(3) 転入日 住民基本台帳法第７条第６号に規定する「住民となった年月日」

をいう。 

(4) 転居日 住民基本台帳法第７条第７号に規定する「住所を定めた年月日」

をいう。 

(5) 引っ越し業者 引っ越し又は宅配・運送を生業としている業者をいう。 

(6) 定住 ５年を超える期間継続して甲佐町住民基本台帳に登録され、かつ

本要綱の交付兼実績報告を行った住所を生活の本拠として入居しているこ

とをいう。 

(7) 町税等 町税、使用料その他本町及び甲佐町水道事業に対する債務のこ

とをいう。 

（補助対象者） 

第３条 この補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、
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この補助金の交付を申請した日（以下「申請日」という。）において、次の

各号に掲げるもの全てに該当することとする。 

(1) 申請日において、40歳未満であること。 

(2) 町外から甲佐町へ転入し、又は、町内において転居し、町内にある住宅

に現実に居住した者。 

(3) 申請日において、転入日又は、転居日から１年を経過していないこと。 

(4) 定住を誓約できる者であること。 

(5) 補助金の交付対象経費について、国、県又は町の制度による他の補助等

を受けていないこと。 

(6) 過去、転入日又は、転居日の１年以内にこの補助金の交付を受けた者で

ないこと。なお、交付申請及び実績報告は同年度中に限り１回とする。 

(7) 職務上の転勤や出向、大学進学等により一時的に住所を移した者でない

こと。 

(8) 補助対象者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第77号）第２条第２号から第５号に規定する暴力団以下、同じ。）

又は暴力団若しくは同条６号に規定する暴力団員又はそれらと密接な関係

を有している者でないこと。 

(9) 申請日において、町税等の滞納がないこと。 

（補助金の交付対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費については、補助対象者又は、補助対象者と転

入後において同一世帯に属する者に係る経費とする。なお、ここでいう「転

入後において同一世帯に属する者」とは、前条各号に掲げる全てに該当し、

かつ、転入後において、甲佐町の住民票上で同一の世帯に属しており、申請

者が転入した日の前後３か月以内の日に転入した者とする。 

２ 前項の経費は、本町への転入又は本町内での転居に伴い引っ越しをする際

に要した費用のうち、引っ越し業者に支払った家財の運搬費用及び荷造り・

梱包のサービスに要する費用とする。ただし、同一の引っ越し業者に一括し
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て支払ったこれらの費用に、作業員料、距離費用、積降料金、開梱等作業料、

不用品処理料金、ハウスクリーニング料金、電気工事料金、リサイクル料金、

保険費用、アフターケア等のサービス費用、その他引っ越し代金を支払うに

あたり付随した経費が含まれる場合は、これらの費用も対象とすることがで

きる。 

３ 補助金の対象となる経費は、前項の経費のうち、転入日又は転居日の前後

１月以内に行われた作業に対する経費に限る。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の交付額は、前条の交付対象経費の２分の１の額（千円未満の

端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）とし、10万円を上限額とする。

ただし、申請者又は申請者と転入後において同一世帯に属する者が、当該申

請とは別に甲佐町移住定住促進補助金の交付を申請することはできないもの

とする。 

（交付申請及び実績報告） 

第６条 この要綱に基づいて補助金の交付を受けようとする者は、甲佐町移住

定住促進補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）により交付申請書兼

実績報告書を提出しなければならない。 

（交付の決定及び確定の通知等） 

第７条 町長は、前条の交付申請兼実績報告があった場合はその内容を審査し、

補助金の交付内容及び条件に適合すると認めたときは、甲佐町移住定住促進

補助金交付決定通知書兼交付確定通知書（様式第３号）により補助金の額を

決定及び確定し、申請者に通知しなければならない。 

（請求） 

第８条 この要綱に基づいて補助金を受給しようとする者（転入後において同

一世帯に増する者も含む）は、甲佐町移住定住促進補助金交付請求書（様式

第４号）により町長に対し請求しなければならない。ただし、その期間は交

付の決定及び確定の通知日から１年以内とする。 
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（補助金の返還等） 

第９条 町長は、補助金の交付を受けた者（転入後において同一世帯に属する

者も含む）が次の各号に定める区分に応じて掲げる要件に該当する場合、当

該各号に定める支援金の額の返還を甲佐町移住定住促進補助金返還命令書

（様式第５号）により、請求することとする。ただし、災害、病気等のやむ

を得ない事情があるものとして、町長が認めた場合はこの限りでない。 

(1) 虚偽の申請等をしたことが判明した場合、補助金の確定額全額とする。 

(2) 補助金の申請日から１年以内に甲佐町から転出した場合、補助金の確定

額全額とする。 

(3) 補助金の申請日から１年を超え２年以内に転出した場合、補助金の確定

額の５分の４の額とする。 

(4) 補助金の申請日から２年を超え３年以内に転出した場合、補助金の確定

額の５分の３の額とする。 

(5) 補助金の申請日から３年を超え４年以内に転出した場合、補助金の確定

額の５分の２の額とする。 

(6) 補助金の申請日から４年を超え５年未満に転出した場合、補助金の確定

額の５分の１の額とする。 

２ 規則第20条第２項に規定する期限は、命令を受けた日から60日以内とする。 

（雑則） 

第10条 この要項に定めるもののほか、必要な事項に関しては町長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 
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様式第１号 

様式第２号 

様式第３号 

様式第４号 

様式第５号 

 


